
その他の
外部通報先
（報道機関、

消費者団体等）

通報対象事実に
係る処分・勧告等

行政機関

消費者庁 処分等の権限
を有する
行政機関

・・・
通報窓口
（個別窓口）

不利益

取扱い
（解雇、
降格、
減給等）

事業者（行政機関を含む）

通報窓口

１号通報に係る守秘義務

内部通報制度等の整備義務

内部
通報
（１号
通報）

裁判所

地位確認
損害賠償

通報者

通報者の範囲の拡大

主な課題例のイメージ図 第13回公益通報者保護専門調査会 参考資料３

公益通報者として保護されるための要件に関する課題

通報を受ける側の体制整備に関する課題

公益通報者に不利益取扱いを行ったことに対する行政措置・刑事罰等に関する課題

通報対象
事実

外部
通報

（２
号
通
報
）

不利益取扱いに
対する行政措置等

（３号通報）

通報窓口
（一元的窓口）

通報対象事実の範囲の拡大

外部通報の保護
要件の緩和

・通報者と事業者間の紛争解決手続き

・不利益取扱いを行った事業者に対す
る行政措置・刑事罰

一元的な通報受付窓口
の設置等
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その他

行政機関による調査

偶然

外部監査

従業員に対するアンケート調査

取引先や一般ユーザーからの情報

上司による日常的なチェック

内部監査

内部通報

不正発見の経緯
（複数回答、単位％）

24.2

30.4

43.3

43.3

49.4

0 10 20 30 40 50

株主や取引先等に対するアピール

内部規程に基づく適切な通報対応

の確保

従業員が安心して通報できる環境

整備

自浄作用による違法行為の是正機

会の拡充

違法行為への抑止力として機能

内部通報制度を導入した効果
（複数回答、単位％）

導入の効果として、違法行為の抑止や
自浄作用の向上を挙げる事業者が多い。

不正発見の端緒の第１位は、内部通報。
内部監査の約1.5倍に上る。

通常の問題発見ルートでは容易に発覚し難い不正も多い。
内部通報制度は、リスクの早期把握や自浄作用の向上に大いに寄与。

出典:「平成28年度 民間事業者における内部通報制度の実態調査報告書」（消費者庁）

内部通報制度の効果事業者等における通報体制の整備①

２



事業者等における通報体制の整備②

86
%

３

82
%

89
%

実効性の高い内部通報制度を
整備している企業の

商品・役務を購入したい
と回答した者の割合

実効性の高い内部通報制度を
整備している企業と
取引したい

と回答した事業者の割合

実効性の高い内部通報制度を
整備している企業に
就職・転職したい
と回答した者の割合

多くの消費者・事業者・労働者が、自らと関係を有する事業者の内部通報
制度の実効性に高い関心を有している。

信頼を獲得し、企業価値の維持向上を図るためには、内部通報制度の実
効性を高め、ステークホルダーに証明していくことが必要。

（1,436／1,607社） （2,451／3,000人）（2,568／3,000人）

出典:「平成28年度 労働者における公益通報者保護制度に関する意識等のインターネット調査報告書」

「平成28年度 民間事業者における内部通報制度の実態調査報告書」 （消費者庁）



事業者内の不正を知りうる立場にある労働者等からの通報は、行政機関
の法執行力の向上を通じて、事業者の法令遵守の確保に資する。

出典:「行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査」（消費者庁）
（注）前年度に受理し、平成28年度に対応した事案を含むため、是正措置件数が受理件数を上回ることがある。

内部通報制度の効果事業者等における通報体制の整備③

4

外部の労働者からの公益通報の受理件数・
是正措置件数の推移

受理件数・是正措置件数の主な内訳（注）
（法律別、平成28年度（平成29年3月31日時点））
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3563
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H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

受理件数 是正措置件数

対象法律 受理件数 是正件数

労働法関係（労働基準法、労働安全衛生
法、最低賃金法、雇用保険法等） 4784 3435

介護保険法 30 23

食品衛生法 15 12

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び
安全性の確保等に関する法律 15 7

不当景品類及び不当表示防止法 11 21

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関
する法律 10 0

特定商取引に関する法律 9 1

医療法 7 5

障害者の雇用の促進等に関する法律 7 1

消防法 5 3
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必要性を感じない

人手が足りない

法律上の義務とはされていない

導入の方法が分からない

どのような制度なのか分からない

内部通報制度未導入の理由として、法律上の義務

とされていないことが挙げられている。（複数回答、

単位％）

9.3
24.5

40.2
99.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

50人以下

51人～100人

101人～300人

従業員3000人超

中小規模の事業者では「内部通報制度」の導入が進んでいない。（単位％）

30.3 

33.7 

39.9 

52.3 

55.0 

63.4 

83.3 

92.0 

0 20 40 60 80 100

通報者へのフォローアップ

経営トップの役割・責務

利益相反行為の排除

秘密漏洩や不利益取扱いを行った者に対する懲戒処分等の措置

経営幹部からも独立性を有する通報ルート

是正措置・再発防止策

通報を理由とする不利益取扱いの禁止

通報者の秘密の保護

通報処理に関する社内規程に定められている内容
（複数回答、単位％）

（１）内部通報制度の導入割合

（２）未導入の理由
（３）内部通報制度導入事業者においても

整備状況は様々

多くの事業者が、
利益相反の排除、
経営トップの責務、
フォローアップ等
の重要な事項に
ついて内規に規
定していない。

事業者等における通報体制の整備④
現行法の規定：内部通報制度等を設けることについて法律上の義務とされていない。
主に中小事業者において、内部通報制度の導入が進んでおらず、導入している事業者において
も、重要な事項を社内規定に定めていない場合がある。

出典：「平成28年度 民間事業者における内部通報制度の実態調査」（消費者庁）
「平成28年度 労働者における公益通報者保護制度に関する意識等のインターネット調査」（消費者庁） ５



100% 52.4%100%

（47／47機関） （901／1720機関）（20／20機関）

都道府県府省庁 市区町村

出典: 「平成28年度行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査」（平成29年11月 消費者庁）

100% 95.7% 31.8%

内部職員等からの
通報窓口設置率

外部労働者からの
通報窓口設置率

（20/20機関） （47/47機関） （901/1720機関）

（19/19機関） （45/47機関） （547/1720機関）

事業者等における通報体制の整備⑤
内部の職員等や外部の労働者等から通報・相談を受付ける窓口の設置率
は、市区町村では低い水準にとどまっている。

６



事業者等における通報体制の整備⑥

47%

勤務先の不正を知った場合の
最初の通報先として、
“勤務先以外（行政機関、報
道機関等）を選択する”
と回答した労働者の割合

20.9

24.9

30.8

33.4

37.0

0 10 20 30 40

職場で嫌がらせを受けるおそれがある

行政機関に通報をした方がしっかり対

応してもらえる

通報受付窓口がない

不利益な取扱いを受けるおそれがある

通報しても十分対応してくれない

最初の通報先として勤務先以外を選択する理由
（複数回答、単位％）

・勤務先の不正についての最初の通報先として、勤務先以外（行政機関や報
道機関等）を選択する割合は、約半数に上る。

・主な理由は「十分対応してくれない」「不利益を受けるおそれがある」。

7

（804／1,710人）

注：労務提供先で不正行為がある（あった）ことを知った場合、労務提供先、行政機関、
報道機関等に通報・相談すると回答した労働者（1,710人/3,000人）に対する質問。内部通報窓口有の場合：30％

内部通報窓口無の場合：61％

出典:「平成28年度 労働者における公益通報者保護制度に関する意識等のインターネット調査報告書」（消費者庁）



通報に関する秘密の保護①

67%

勤務先の不正を知った場合、
“匿名で通報する”
と回答した労働者の割合

6.8

21.9

59.4

66.9

0 10 20 30 40 50 60 70

労務提供先が社内外に設置している通報・

相談窓口が信頼できない

不正行為の事実を伝えることに意味があり、

通報者が誰であるかに意味はない

実名による通報には何となく不安がある

不利益な取扱いを受けるおそれがある

勤務先の不正を知った場合に匿名で通報する理由
（複数回答、単位％）

不利益取扱いをおそれて匿名で通報するとの回答も多く、通報に関する秘密保持に
懸念があることが伺える。

８

（1,155／1,710人）

出典:「平成28年度 労働者における公益通報者保護制度
に関する意識等のインターネット調査報告書」
（消費者庁）

注：不正行為があることを知った場合に通報・相談する
と回答した者（1710人）への質問に対する回答。



通報に関する秘密の保護②

48％

勤務先の不正を知った場合、
“通報・相談しない”
と回答した労働者の割合

12.8

17.2

21.8

23.2

24.8

27.6

27.8

0 10 20 30 40

裏切るようで後ろめたい

労務提供先の業績悪化や倒産を招く

通報したことが知られた場合嫌がらせを受

けるおそれがある

保護される通報か自信がない

通報したことが知られた場合

不利益取扱いを受けるおそれがある

自分とは無関係である

通報しても改善される見込みがない

勤務先の不正を知った場合に通報しない理由
（複数回答、単位％）

通報したことが知られることをおそれて通報しないとする者も多く、通報に関する
秘密保持に対する懸念が、通報を躊躇させる可能性もある。

９

（1,451／3,000人）

出典:「平成28年度 労働者における公益通報者保護制度に関する
意識等のインターネット調査報告書」（消費者庁）

注：どこにも通報をしないと回答をした者（1290人）のほか、労務提供先に
通報後、是正されなかった場合に行政機関等に通報しないと回答した者
（161人）も含む。



事案の概要 報道や判決の時期

労働者が、勤務先において自動車の架空販売が行われている旨の事実を、勤務先
が設置する通報窓口に通報したところ、通報窓口の担当者が、通報者の氏名を勤
務先に伝え、その後、通報者が自宅待機命令を受けた事案

平成20年３月報道

アルツハイマーの研究プロジェクトのメンバーが、同プロジェクトにおいて研究データ
が改ざんされた旨の事実を、行政機関にメールで通報したところ、通報を受けた職
員が、通報に係るメールを研究プロジェクトの責任者に転送した事案

平成26年１月報道

大学の教員が、勤務先の大学病院において医療過誤があった旨の事実を、行政機
関に通報したところ、通報を受けた職員が、通報者の氏名、所属を大学病院側に伝
え、その後、通報者が講義のコマをゼロにされる等の不利益を受けた事案

平成26年12月報道

行政機関の職員が、行政機関の問題行為について、行政機関が外部委託している
通報窓口に通報をしたところ、同窓口の担当者が、氏名を伝えることに関して通報者
の同意がとれているものと錯誤して、通報者の氏名を行政機関側に伝えた事案

平成28年３月報道

労働者が、上司が取引先から不当な引き抜き行為を行っている旨の事実を、会社の
通報窓口に通報したところ、同窓口の担当者が、通報者の氏名等を通報者の上司
に伝え、その後、通報者が不利益な配転命令を受けた事案

東京高判平成23年8月31日

労働者が、勤務先（フランチャイジー）との雇用問題について、フランチャイザーが設
置する相談窓口に相談したところ、同窓口の担当者が、相談内容を通報者の勤務
先に伝え、その後、相談者が、勤務先から就労を拒否をされた事案

大阪高判平成24年６月15日

通報に関する秘密の保護③

10

通報を受けた者による不適切な対応により、通報者が特定され、不利益な取扱い等
を受ける事案が散見される。

現行法の規定：通報の秘密保持に関する規定が存在しない。

※ 裁判例や報道等を基に作成。
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上記以外の者による漏洩

行政機関による漏洩

労務提供先による漏洩

通報に関する情報漏洩が問題となった相談（69件）のうち、現行法に禁止規

定がない、労務提供先事業者からの情報漏洩が問題となったものは約半数で

あった（単位％）。

労務提供先からの情報漏洩の存在

出典：平成25年１月から平成29年12月までに公益通報者保護制度相談ダイヤルに寄せられた相談内容を集計・分析したもの

通報に関する秘密の保護④

11

注：「労務提供先による漏洩」は行政機関が労務提供先となる場合も含む。
「行政機関による漏洩」は外部労働者等から行政機関が通報を受けた場合に漏洩した事案を指す。
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